
予算要求資料
平成29年度9月補正予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：精神保健費
	事業名　地域自殺対策強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　保健医療課　精神保健福祉係　電話番号：058-272-1111（内2545）

E-mail： c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　　14,000千円（現計予算額：16,363千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	16,363
	12,730
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,633

	補　正

要求額
	14,000
	14,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	14,000
	14,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
「（第２期）自殺総合対策行動計画（H26～H30）」に従い、自殺予防のための普及啓発、人材養成等を集中的に実施したところ、自殺者数も大きく減少し、第２期計画の目標値（平成２８年の自殺者数396人以下）は達成できた。
しかし、依然として社会情勢が不安定なことによる自殺者は後を絶たないため、引き続き地域自殺対策強化事業費交付金を活用し、第２期自殺総合対策行動計画に基づき、対策を行う必要がある。
八百津町の新旅足橋での自殺者が増加傾向にあるため、対策を講じる必要がある。

＜岐阜県の自殺者数＞　　　　　　　　　　　県自殺者数：人口動態統計　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	H9
	H15
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28

	自殺者数
	396
	546
	426
	460
	425
	385
	408
	376
	

	新足旅橋自殺者
	
	
	1
	1
	1
	5
	0
	1
	6


（２）事業内容
ハイリスク地対策事業（国庫補助メニュー名）
　八百津町新旅足橋に監視カメラ及び照明器具を設置し、自殺企図者に自

殺を留まらせるとともに、アナウンスにより相談機関を紹介し、自殺企図

者を支援機関につなげる。
（３）県負担・補助率の考え方

国１０／１０　（県間接補助）
（４）類似事業の有無
　　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	補助金
	14,000
	八百津町（国庫負担分14,000）への補助

	合計
	14,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　第2期自殺総合対策行動計画での目標として、①平成３０年までに自殺者
数を３７５人以下とし、②関係機関が自殺対策事業を継続実施すると明記。
（２）国・他県の状況

自殺対策基本法（平成１８年）

　　自殺総合対策大綱（平成２４年８月改正）

全都道府県において地域自殺対策強化事業交付金を活用して継続実施して
いる。厚生労働省において、特にハイリスク地の自殺対策においては、国10/10
の補助率とし、積極的な実施を推進している。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
平成３０年までに自殺者数を３７５人以下にする。

　平成２９年の八百津町新旅足橋での自殺者を３人以下とする。(前年６名)

	（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	自殺死亡者数

（人口動態統計）
	４６６人
（H20）
	３８５人

（H25）
	４０８人

（H26）
	３７６人

（H27）
	３７５人

（H30）
	99.7％


	新足旅橋自殺者
	　 ５人
（H25）
	０人
（H26）
	１人
（H27）
	６人
（H28）
	３人
（H29）
	50.0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

〇八百津町の自殺対策（地域自殺対策強化事業費補助金活用なし）

・対面相談：精神保健相談（精神科医による年1回の相談）相談者3件

・対面相談：こころの相談（精神保健福祉士による月1回の相談）延6人

・普及啓発：まつり会場でアルコールセミナーや心の相談等のチラシ配布

精神科医による介護予防講演会の実施　１回

〇県の自殺対策
・弁護士と臨床心理士による包括支援相談の実施
・こころの見守り隊（ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ）養成講座の実施

・市町村での自殺予防対策の取り組みへの補助　　　　　　　　等


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

平成２７年の自殺者数（人口動態統計）は３７６人で、減少傾向にある。
　平成２５年度以降、全市町村が自殺対策事業を展開し、保健・医療・福祉・教育・労働・警察・民間団体等の取組が活発となった。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	自殺の要因は、精神保健的な側面だけでなく、経済社会的要因も大きく関与していることから、県が主導し、関係機関の連携による総合的な事業展開が必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	自殺対策を集中的に行ってきた結果、関係機関での自殺対策の取り組みが活発になり、県民の自殺予防への関心が高まった。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	県において毎年、自殺総合対策協議会を開催し、現状と課題に即した事業展開ができている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ハイリスク者（自殺未遂者対策、自死遺族支援）への支援を充実していく。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

平成３０年度に「第２期岐阜県自殺総合対策行動計画」を改訂し、自殺対策の要である「連携」の要素を盛り込み、岐阜県の自殺対策の充実を図る。


